
事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
交通規制課調べ

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
交通規制課調べ

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

97% 98% 84%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
交通規制課調べ

東日本大震災復興特別会計

定量的な成果目標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・警察法第37条第３項、警察法施行令第３条第２項
・交通安全施設等整備事業の推進に関する法律第３条
第１項

主要政策・施策

％

被災地の交通環境の確保

達成度 ％

式

296

被災地の交通環境の確保

実施方法

定量的な成果目標

平成30年度

％

交通警察に係る補助金事業（被災地） 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当） 参事官　伊地知　英己

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 28

計

令和2年度

その他の事項経費

▲ 12

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

式

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

　被災県における交通の安全と円滑を図るため実施する信号機、道路標識等の復興事業に要する経費の一部を補助するものである。（復興事業10分の５）

- -

460

- -

▲ 93 -

信号機電源付加装置【リチ
ウム電池式】の整備

目標値

成果指標 令和元年度

-

信号灯器（歩行者用）のＬＥ
Ｄ化

成果実績

式

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

556

令和2年度
中間目標

100100

単位

9312

平成30年度

448

平成24年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　東日本大震災の際、地震、津波、液状化現象等により、信号機や道路標識を始めとする交通安全施設において、柱の倒壊、機器の水没、故障等の被害が
多数発生した。このため、平成24年度から、被災県の復旧・復興計画に合わせた経費措置を行うことにより、被災者の交通環境の確保を図るほか、災害応急
対策の能力を強化し、今後の自然災害への備えを図っている。

前年度から繰越し 29 28

成果実績

目標値

成果指標 単位

台
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 台

令和3年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

461 312 475 309 201

289 469

執行率（％） 97% 93% 99%

被災地の交通環境の確保
信号灯器（車両用）のＬＥＤ
化

成果実績 式

目標値

目標最終年度

56 49 65 - -

年度

-

-

-

100 100 100 - -

77 -

年度

56 49 65 - -

-

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

100 100

20

20 0

0

- -

-

-

- -

216 201

関係する
計画、通知等

達成度

20

-

20

年度 年度-

- 年度

-

平成30年度 令和元年度 令和2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

61 58 77 - -

61 58 -

-

-100

令和3年度当初予算

216

計

2021 復興

交通安全対策

20 0023

216 201

201

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

都道府県警察施設整備費
補助金

令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

被災地の復興に必要な交通安全施設等整備事業を推進するため、県
からの要求に基づき算定したことによる減。

令和4年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
交通規制課調べ

-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

0

-

-

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

74 -

3年度
活動見込

4年度
活動見込

- -

67

-- -

信号灯器（車両用）のＬＥＤ化の
事業費／事業量

- -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

令和元年度

9 4 8

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

定量的な成果目標

単位当たり
コスト

台

万円/式

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

信号機の新設数
活動実績

基

計算式
事業費/事
業量

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

基

信号機の新設

成果実績

目標値 基

3年度
活動見込

4 -

20 20 0

61 58 77

平成30年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

活動実績

令和2年度

令和2年度

56 49

万円/台

活動実績 式

当初見込み 式

56 49 65

令和元年度

令和元年度 令和2年度

61 58 77

100

事業費/事
業量 8,880万円/74

単位

信号機電源付加装置【リチウム電池式】の整備数

活動指標

-

平成30年度

100

台

2,800万円/20

100 100 110 120

平成30年度 令和元年度 3年度活動見込

計算式

信号灯器（車両用）のＬＥＤ化数

-

65

3年度活動見込

150 140

被災地の交通環境の確保

6,100万円/61

成果指標

- -

目標値 -

単位当たり
コスト

令和元年度 令和2年度

1,360万円/4

達成度 ％

単位

信号機電源付加装置【リチウム電池式】の
事業費／事業量

単位当たり
コスト

令和元年度 令和2年度

100

計算式

単位当たり
コスト

-

5,040万円/56 4,900万円/49

事業費/事
業量

6,500万円/65

信号灯器（歩行者用）のＬＥＤ化の
事業費／事業量

520

90

算出根拠

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

20 20 0

万円/基

基

当初見込み

信号灯器（歩行者用）のＬＥＤ化数
活動実績 式

当初見込み 式

平成30年度 令和2年度

3,000万円/20

9 4 8

令和元年度

-

4,590万円/9

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-

- -
定量的指標

-

- 年度

5,800万円/58 8,470万円/77

3年度活動見込

中間目標 目標最終年度

- 年度

- -

100 100 100 - -

- -

9 4

平成30年度 令和元年度 令和2年度

9 4 8

8

平成30年度

年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度 3年度活動見込

510 340

4,160万円/8 2,080万円/4

4年度
活動見込

- -

年度

-

中間目標 目標年度

平成30年度

520

平成30年度

令和2年度

計算式
事業費/事
業量

実績値 - -

信号機新設の
事業費／事業量

単位当たり
コスト

単位

-

単位当たり
コスト

算出根拠

万円/式

単位

施策 -

6,700万円/67

政策 -

測
定
指
標



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

本事業は、当該県に居住する住民だけでなく、当該地域を通
過する全ての道路利用者に影響を与えるものであることか
ら、各県に対して、国として一定の水準が確保されるよう必
要な財源を補助する必要がある。

○

評　価項　　目

復旧・復興関連車両等が増加したことにより渋滞が発生して
いる中、除染土壌等の中間貯蔵施設への輸送等に伴う大型
車両による渋滞の悪化等の更なる抑止が求められている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算要求に当たっては毎年度単価の見直しを行っており、引き続き実施する。

本事業は、毎年の交付申請や事業終了後の補助対象事業の実施状況報告書等により、事業の実施状況について確認しているところである。

○

‐

整備された施設は、交通の安全と円滑を図るため被災地に
おいて十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

個別の事業の効果を客観的、体系的かつ定量的に評価する
ことで、事業を重点的、効果的かつ効率的に推進している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

被災県からの申請に基づき交付決定をしている。また、毎年
度実施している契約額調査に基づき、補助単価の見直しを
行っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

今後の自然災害の備えとして、災害に強い交通安全施設の
整備を推進することは喫緊の課題とされている。

毎年度実施の各都道府県に対する契約額調査に基づき、補
助単価の見直しを行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

必要に応じて補助対象事業の標準構成の見直しなどを行っ
ている。

信号機等被災した交通安全施設等について、着実に復興が
進んでいる。

○

整備効果等を踏まえ補助対象事業を事前に限定している。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

交通安全施設について、着実に復旧・復興が進んでいる。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

受益者は被災県民が主であり妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

対象外

本事業の執行状況を勘案し、適切な予算規模について精査しつつ、引き続き効率的・効果的な予算の執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

　被災地の復興の状況や本事業の予算執行状況を勘案し、適切な事業内容および予算規模について精査しつつ、引き続き効率的・効果的な予
算の執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

-

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成23年度 -

平成24年度 10

平成27年度

平成26年度

令和2年度 復興庁 0024

平成25年度 012

020

平成22年度 -

0004

0026平成28年度

平成29年度 0022

平成30年度 0025

令和元年度 復興庁 0025



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

41

A.福島県警察

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載） 56

金　額
(百万円）

管制センター関係

使　途

補助金

B.コイト電工株式会社
金　額

(百万円）

238

費　目 使　途

計 238 計 41

施設整備費 信号機関係 55 施設整備費 標識・標示関係

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設整備費交通安全施設等整備事業に関する経費

費　目

C.株式会社須南電設 D.ミナモト通信株式会社

費　目 使　途

計 55 計 56

Ａ 福島県警察

【補助金】

福島県警察

２３８百万円
県警察（２機関）

２３１百万円

※内訳については、総事業費を計上

復興庁

４７５百万円

警察庁へ移替え

警察庁

４６９百万円

内閣総理大臣から委任を受
けた

警察庁長官が交付決定

各県警察が、交通安全施設の整備を実施

＜信号機関係＞

【一般競争契約（最低価格）】

Ｃ.民間会社（１１者）

２９４百万円

信号機整備に必要な資機材
等の納入や工事を実施

＜標識関係＞

【一般競争契約（最低価格）】

Ｄ.民間会社（４者）

９９百万円

標識整備に必要な資機材等
の納入や工事を実施

＜管制センター関係＞

【一般競争契約（最低価格）】

Ｂ.民間会社（３者）

８３百万円

管制センター整備に必要な資
機材等の納入や工事を実施



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

株式会社システムテ
クノ福島

2380001000637
交通信号機改良
（二本松ほか）

16
一般競争契約
（最低価格）

10 - -

遠藤電設工事有限
会社

5380002008189
交通信号機設置
（福島北）

9
一般競争契約
（最低価格）

4 - -

東新電気工業株式
会社

5380001007877
交通信号機設置
（田村ほか）

8
一般競争契約
（最低価格）

3 - -

中野電工株式会社 1380001006073
交通信号機設置
（伊達ほか）

26
一般競争契約
（最低価格）

4 - -

広栄電設株式会社 5380001000460
交通信号機改良
（相馬ほか）

22
一般競争契約
（最低価格）

9 - -

株式会社鈴木電機
吾一商会

7380001013130
交通信号機改良
（いわき中央ほか）

34
一般競争契約
（最低価格）

10 - -

株式会社電工社 4380001000899
交通信号機設置
（双葉ほか）

18
一般競争契約
（最低価格）

7 - -

株式会社電工社 4380001000899
交通信号機改良
（石川ほか）

13
一般競争契約
（最低価格）

7 - -

株式会社須南電設 1380001000712
交通信号機改良
（郡山ほか）

10
一般競争契約
（最低価格）

10 - -

株式会社須南電設 1380001000712 交通信号機設置（伊達） 6
一般競争契約
（最低価格）

10 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福島県警察

岩手県警察

宮城県警察

- -

1

8000020040002

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

2

3

- -

法　人　番　号

4000020030007

7000020070009 238

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

補助金交付（交通安全施設
等整備事業）

補助金交付（交通安全施設
等整備事業）

補助金交付（交通安全施設
等整備事業）

2

-

パナソニックソリュー
ションズジャパン株
式会社

3010001129215 端末対応装置２基更新 15

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

コイト電工株式会社 6080101015719 交通信号制御機62基更新 41
一般競争契約
（最低価格）

5 -

一般競争契約
（最低価格）

1 - -

パナソニックソリュー
ションズジャパン株
式会社

3010001129215 国道49号交通量調査 6
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

4
ミナモト通信株式会
社

2020001030034 交通情報板１基設置 22
一般競争契約
（最低価格）

5 - -

3

4

1

2

株式会社須南電設 1380001000712
交通信号機改良
（伊達ほか）

39
一般競争契約
（最低価格）

2 - -

7

8

5

6

株式会社鈴木電機
吾一商会

7380001013130
交通信号機改良
（いわき南ほか）

15
一般競争契約
（最低価格）

10 - -

11

12

9

10

東新電気工業株式
会社

5380001007877
交通信号機改良
（田村ほか）

25
一般競争契約
（最低価格）

7 - -

株式会社電工社 4380001000899
交通信号機移設
（南相馬）

15
一般競争契約
（最低価格）

5 - -

15

16

13

14

株式会社中央電業
社

1380001008004
交通信号機改良
（福島北ほか）

20
一般競争契約
（最低価格）

12 - -

郡山電工株式会社 2380001005207
交通信号機改良
（郡山北ほか）

8
一般競争契約
（最低価格）

10 - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

180

52

補助金等交付

補助金等交付



D

福島ルート産業株式
会社

1380001013722
張出式大型道路標識設置
工事

15
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

株式会社東北ライン 9380001017641 道路標示工事 5
一般競争契約
（最低価格）

8 - -

ミナモト通信株式会
社

2020001030034
可変式速度規制標識等設
置工事

56
一般競争契約
（最低価格）

2 - -1

4

2

3

エスアイ株式会社 2380001017284 道路標示工事 23
一般競争契約
（最低価格）

12 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）
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